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高槻市農業委員会「農地等の利用の最適化に関する指針」 
 

令和６年４月１７日  
高 槻 市 農 業 委 員 会  

 
第１ 基本的な考え方 
 
高槻市は平地と中山間が混在しており、地域によって農地の利用状況や営農類型が異なってい

るため、地域の実態に応じた取り組みを推進し、それに向けた対策の強化を図ることが求められ
ている。 
また、担い手の高齢化や、相続等で新たに農地所有者となっても耕作が難しい状況であり、遊

休農地の増加が懸念されている。そのため、市、ＪＡたかつきや地元実行組合の協力のもと設置
されている遊休農地対策本部、及び地区遊休農地対策協議会との連携や、市の農業基盤保全事業
（遊休農地対策事業）の活用により、遊休農地の解消、未然防止に取り組んでいくとともに、市
が作成する「地域計画」の作成においても積極的に関係機関と連携し、さらなる農地の集積・集
約化を推進していく必要がある。 
以上のような観点から、地域の強みを活かしながら活力ある農業・農村を築くため、農業委員

と農地利用最適化推進委員（以下「推進委員」という。）が連携し、担当区域ごとの活動を通じ
て「農地等の利用の最適化」が一体的に進んでいくよう、高槻市農業委員会の指針として、具体
的な目標と推進方法を以下のとおり定める。 

 
第２ 具体的な目標、推進方法及び評価方法 
１ 遊休農地の発生防止・解消について 
（１）遊休農地の解消目標 

 管内の農地面積【ha】
（Ａ） 

遊休農地面積【ha】
（Ｂ） 

遊休農地の割合【％】
（Ｂ/Ａ） 

現    状 
（令和６年３月） 

５９７ ９．０ １．５０ 

目    標 
（令和８年３月） 

５９７ ５．５ ０．９２ 

※１ 農地面積は、「高槻市農業委員会事業計画」の管内の農地面積を記入 

２ 目標設定にあたっては、「高槻市農業委員会事業計画」内の「最適化活動の目標の設定等」の数値を参考に記入 

 

（２）遊休農地の発生防止・解消の具体的な推進方法 

① 遊休農地対策本部や地区遊休農地対策協議会を中心として、関係機関との連携を強め、
遊休農地の発生の未然防止及び解消に取り組む。 
② 農地の利用状況調査と利用意向調査等を確実に実施する。 

農業委員及び推進委員並び地元実行組合の相互協力により農地法第３０条第１項の規定
による利用状況調査を行う。また、同法第３２条第１項の規定による利用意向調査を実施
し、所有者の意向を正確に把握するとともに、遊休農地の未然防止のため、地元実行組合
の協力のもと将来的に遊休農地になる可能性のある農地所有者への対応を行う。 
なお、これまでの農地パトロールは従来どおり行い、違反転用等の発生防止等の現場活

動については、利用状況調査等の時期に関わらず、随時実施して違反転用の早期発見・早
期是正を図る。 

 
（３）遊休農地の発生防止・解消の評価方法 

遊休農地の発生防止・解消の進捗状況は、遊休農地の割合により評価する。単年度の評価
については「農業委員会による最適化活動の推進等について」に基づく「農業委員会の農地
利用の最適化の推進の状況その他事務の実施状況の公表」のとおりとする。 
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２ 担い手への農地利用集積・集約化について 
（１）担い手への農地利用集積目標 

 管内の農地面積【ｈa】 
（Ａ） 

集積面積【ｈa】 
（Ｂ） 

集積率【％】 
（Ｂ/Ａ） 

現    状 
（令和６年３月） 

５９７ ９．０３ １．５１ 

目    標 
（令和８年３月） 

５９７ ９．４３ １．５７ 

※ １ 農地面積は、「高槻市農業委員会事業計画」の管内の農地面積を記入 

２ 農地の集積面積は、高槻市農業委員会事業計画内の「最適化活動の目標の設定等」の数値を記入 

３ 目標数値の設定にあたっては、「高槻市農林業基本計画」における指標を参考に設定 

 

（２）担い手への農地利用集積・集約化に向けた具体的な推進方法 
① 農地中間管理事業の推進に関する法律による農用地利用集積等促進計画に基づいて行わ
れる利用権の設定等を支援する。 
② 農業経営基盤強化促進法に基づく市が実施する「地域計画」の作成にあたっては、関係
機関並びに地域の農業者とさらなる連携を図っていく。 

 
（３）担い手への農地利用の集積・集約化の評価方法 

担い手への農地利用の集積・集約化の進捗状況は、農地の集積率により評価する。単年度
の評価については「農業委員会による最適化活動の推進等について」に基づく「農業委員会
の農地利用の最適化の推進の状況その他事務の実施状況の公表」のとおりとする。 

 
３ 新規参入の促進について 
（１）新規参入の促進目標 

 新規参入者数【経営体】 
現    状 

（令和４年４月 
  ～令和６年３月） 

９ 

目    標 
（令和６年４月 
  ～令和８年３月） 

６ 

※ 目標設定にあたっては、「高槻市農林業基本計画」における指標を参考に設定 

 
（２）新規参入の促進に向けた具体的な推進方法 

① 農業経営基盤強化促進法に基づく「目標地図」の素案を作成するため実施した、農業者
に対する農地の利用意向調査結果を活用し、農地の利用調整に努める。 
② 新規参入希望者に対しては事業計画等を精査した上、市及び関係機関、並びに地元実行
組合と協力した必要な支援を行う。 
 

（３）新規就農の促進の評価方法 
新規就農の促進の進捗状況は、新規参入者の数により評価する。単年度の評価について

は「農業委員会による最適化活動の推進等について」に基づく「農業委員会の農地利用の
最適化の推進の状況その他事務の実施状況の公表」のとおりとする。 

 
４ その他 
この指針は、原則として、農業委員会の委員の改選ごとに見直しを行う。ただし、年度途中で

あっても社会情勢の変化等により見直しが必要な場合は、随時、見直しを行うことができるもの
とする。 


